
別紙様式５号(第７の３及び第８の３関係)

１　産地基幹施設等支援タイプ
　Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

メ
ニュー

①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

備考

(円)

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

久留米
市

久留
米市
農業
協同
組合

土地利
用型作

物
（稲）

A6

事業実施
地区にお
ける高温
耐性品種
の作付割
合を5ポ
イント以
上向上

(R2)
76.5%

　
(15,189ａ
/19,865ａ
=76.5％)

(R3)
74.8%

(▲1.7ポイン
ト)

(14,343ａ
/19,177ａ
=74.8%)

　　　(74.8-
76.5=▲1.7)

(R4)
89.0%

(+12.5ポイン
ト)

(17,290ａ
/19,419ａ
=89.0%)

　　　(89.0-
76.5=12.5)

(R5)
89.4%

(+12.9ポイン
ト)

(17,550ａ
/19,624ａ
=89.4%)

　　　(89.4-
76.5=12.9)

(R5)
81.5%

(5.0ポイント)

(16,220ａ
/19,900ａ
=81.5%)

　
(81.5-

76.5=5.0)

258%

高温耐性品種
の作付面積が
12.9ポイント
増加した。

土地利
用型作

物
（麦）

B6

事業実施
地区にお
ける下位
等級指数
を5割以上
削減

(R2)
5.0

(平成26年～令
和2年7中5年間
平均１等比率

95.0％)

（下位等級指
数100-

95=5.0）

(R3)
4.0

(１等比率
1,297t/1,352t

=96%)

（下位等級指
数100-96=4.0)

(R4)
7.2

(１等比率
1,239t/1,335t

=92.8%)

（下位等級指
数100-

92.8=7.2)

(R5)
6.5

(１等比率
1,228t/1,313t

=93.5%)

（下位等級指
数100-

93.5=6.5)

(R5)
2.5

(１等比率
1,138t/1,167t

/=97.5%)

（下位等級指
数100-

97.5=2.5)

▲60％

下位等級指数
が1.5ポイント
増加した。

耕種作物産地基幹
施設整備
穀類乾燥調製貯蔵
施設
乾燥施設
４基
調製施設（籾摺
機）１基
集排じん
設備
１基

67,301,300 30,591,000 6,118,000 30,592,300
令和4年
3月9日

稲の高温耐性品種作
付面積については、
成果目標を既に上
回っており、事業効
果が見られている。
麦の下位等級指数に
ついては、昨今の暖
冬傾向による麦生育
の前倒しに対応した
栽培管理が不足して
いたことで粒の充実
不足が多く発生し、
下位等級指数が増加
したため、栽培情報
等の配布や現地指導
により適期管理を徹
底し品質向上に取り
組む。

高温耐性品種の作付
誘導の取組により、
高温耐性品種の作付
割合が増加し、成果
目標の達成率は258%
となった。
麦の下位等級指数に
ついては、暖冬で生
育が前倒しになり、
栽培管理が遅れたこ
とで、充実不足が発
生し、目標を達成で
きなかった。
適期の栽培管理を徹
底し、品質向上に取
り組む必要がある。

糸島市

糸島
農業
協同
組合

土地利
用型作

物
（稲）

A6

事業実施
地区にお
ける高温
耐性品種
作付割合
が1ポイ
ント以上
向上

（R2）
高温耐性品種

作付面積
108.6ha

新規需要米以
外

水稲作付面積
352.8ha

高温耐性品種
の作付割合

108.6ha/352.8
ha＝30.78%

− （R4）
高温耐性品種

作付面積
107.2ha

新規需要米以
外

水稲作付面積
394.0ha

高温耐性品種
の作付割合

107.2ha/394.0
ha＝27.21%

（R5）
高温耐性品種

作付面積
100.5ha

新規需要米以
外

水稲作付面積
350.5ha

高温耐性品種
の作付割合

100.5ha/350.5
ha＝28.67%

（R5）
高温耐性品種
目標作付面積

128.2ha

新規需要米以
外

水稲作付面積
354.1ha

高温耐性品種
の

作付割合
128.2ha/354.1
ha＝36.20％

-38.9%

高温耐性品種
の作付割合は
28.67％となっ
ており、2.1ポ
イント減少し
た。

土地利
用型作

物

（麦）

B7

事業実施
地区にお
けるパ

ン・中華
めん用品
種作付割
合が5ポイ
ント以上

向上

（R2）
パン・中華め
ん用品種の作

付面積
61.7ha

麦類作付面積
283.0ha

パン・中華め
ん用品種の作

付割合
61.7ha/283.0h

a＝21.8％

− （R4）
パン・中華め
ん用品種の作

付面積
68.9ha

麦類作付面積
277.7ha

パン・中華め
ん用品種の作

付割合
68.9ha/277.7h

a＝24.8％

（R5）
パン・中華め
ん用品種の作

付面積
134.6ha

麦類作付面積
301.0ha

パン・中華め
ん用品種の作

付割合
134.6ha/301.0
ha＝44.7％

（R5）
パン・中華め
ん用品種目標

作付面積
120.0ha

麦類作付面積
283.0ha

パン・中華め
ん用品種の作

付割合
120.0ha/283.0

ha＝42.4% 111.1%

パン・中華麺
めん品種の作
付割合は
44.71％となっ
ており、22.9
ポイント増加
した。

耕種作物産地基幹
施設整備

穀類乾燥調整貯蔵
施設

荷受施設20ｔ/ｈ
×2系列
乾燥施設54ｔ/基
（麦）4基
調製施設12ｔ/時
（籾）1台
籾摺調製施設4.5
ｔ/ｈ（籾）1台
色彩選別施設3.6
ｔ/ｈ（玄米）1台
精米施設0.9ｔ/ｈ
（白米）1台

241,697,500 109,862,000 0 0 131,835,500 R5.3.6

 水稲においては、
コロナ禍で減少して
いた加工用米（山田
錦）の需要回復によ
る作付拡大を受け、
高温耐性品種への転
換が進まず、高温耐
性品種作付割合は減
少し、目標未達と
なった。
今後、夏場の気温上
昇により品質の低下
が著しいヒノヒカリ
から、高温耐性品種
である「にこまる」
への作付け転換を図
る。
麦については硬質麦
への誘導を行い目標
達成となった。

稲については、「山
田錦」の作付が拡大
したことで、高温耐
性品種の作付け面積
が減少し、目標は達
成されなかった。目
標達成に向けて、高
温による品質の低下
が著しい品種からの
転換を誘導すること
で、高温耐性品種の
作付拡大に取り組む
必要がある。
麦のパン、中華めん
用品種への作付誘導
の取組により、作付
割合が増加し、目標
達成した。

行橋市

アグ
リプ
ロ株
式会
社

野菜
(サラ
ダホウ
レンソ
ウ)

17

当該品目
の全出荷
量に占め
る加工・
業務用向
けの割合
を５ポイ
ント以上
増加

(R2)

加工・業務用
向けの割合

0％

(R3)

加工・業務用
向けの割合

0％

全出荷量
0t

加工・業務用
向け出荷量

0t

(R4)

加工・業務用
向けの割合

18.8％

全出荷量
33.4t

加工・業務用
向け出荷量

6.3t

(R5)

加工・業務用
向けの割合

47.6％

全出荷量
72.8t

加工・業務用
向け出荷量

34.7t

(R5)

加工・業務用
向けの割合

51.4%

全出荷量
100.6t

加工・業務用
向け出荷量

51.8t

92.6%

大手コンビニ
で取り扱う加
工品向けの出
荷を行い、年
間を通じた安
定生産に努め
た結果、全出
荷量に占める
加工・業務用
向け割合が
47.6％に増加
した。

野菜
(サラ
ダホウ
レンソ
ウ)

EG
1

当該品目
の全出荷
量に占め
る契約取
引の割合
が10%以上
増加

(R2)

契約取引の割
合
0％

(R3)

契約取引の割
合
0％

全出荷量
0t

契約取引数量
0t

(R4)

契約取引の割
合

18.8％

全出荷量
33.4t

契約取引数量
6.3t

(R5)

契約取引の割
合

47.6％

全出荷量
72.8t

契約取引数量
34.7t

(R5)

契約取引の割
合

51.4%

全出荷量
100.6t

契約取引量
51.8t

92.6%

大手コンビニ
で取り扱う加
工品向けのホ
ウレンソウに
ついて契約取
引を行い、安
定生産に努め
た結果、全出
荷量に占める
契約取引の割
合が47.6％に
増加した。

・生産技術高度化
施設
高度環境制御栽培
施設
フェンロ―型温室
1棟（3,744㎡）
複合環境制御シス
テム設備、空調設
備、培養液栽培装
置
播種育苗設備、出
荷包装設備

292,600,000 133,000,000 133,000,000 0 159,600,000 R4.3.25

高度環境制御栽培施
設を活用した野菜栽
培を組み合わせるこ
とで、雇用を確保す
ることができ、安定
生産に努めた結果、
加工業務用向けの割
合や契約取引の割合
が増加した。しかし
ながら、作業工程の
誤りによるロスが生
じ、目標とする全出
荷量及び契約取引
量、加工・業務用向
け出荷量の目標数値
は未達となった。出
荷量増加に向け、さ
らなる栽培技術の向
上に取り組むととも
に、作業員が実施可
能な作業工程の検討
及び作業手順の周知
徹底を行う。

成果目標①（全出荷
量に占める加工・業
務用向けの割合を5
ポイント以上増
加）、及び成果目標
②（全出荷量に占め
る契約取引の割合が
10％以上）はいずれ
も達成率92.5％とな
り事業の成果が得ら
れているが、作業工
程の誤りによるロス
が生じ、目標数値は
未達となった。さら
なる出荷量増加に向
けて、市町村や関係
機関と連携し、栽培
技術の向上及び作業
の効率化に向けた指
導、助言を行う。

都道府県の評価

目標値
(令和５年)

完了年月
日

事業実施後の状況②

事業実施主体の評価

負担区分(円)

計画時 達成率２年後
目標値

(令和５年)

事業実施後の状況①

(工種、施設区
分、構造、規格、

能力等)

類
別

２年後

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

(都道府県名：福岡県　令和５年度)

市町村
名

事業
実施
主体
名

類
別

成果目標の具
体的な実績①

成果目標
の具体的
な内容②(対象

作物・
畜種等
名)①

成果目標
の具体的
な内容①

３年後達成率

(対象
作物・
畜種等
名)②

計画時 １年後 ３年後

成果目標の具
体的な実績②

１年後



メ
ニュー

①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

備考

(円)

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

都道府県の評価

目標値
(令和５年)

完了年月
日

事業実施後の状況②

事業実施主体の評価

負担区分(円)

計画時 達成率２年後
目標値

(令和５年)

事業実施後の状況①

(工種、施設区
分、構造、規格、

能力等)

類
別

２年後

市町村
名

事業
実施
主体
名

類
別

成果目標の具
体的な実績①

成果目標
の具体的
な内容②(対象

作物・
畜種等
名)①

成果目標
の具体的
な内容①

３年後達成率

(対象
作物・
畜種等
名)②

計画時 １年後 ３年後

成果目標の具
体的な実績②

１年後

みやま
市

南筑
後

農協

野菜
(なす)

I5

当該品目
の全出荷
量に占め
る契約取
引の割合
が5％以
上増加

(R1)

契約割合
14.2%

総出荷量
6,548,501kg
契約数量
926,794kg

(R3)

契約割合
40.8%

総出荷量
8,322,627kg
契約数量

3,399,939㎏

(R4)

契約割合
44.7%

総出荷量
8,046,601kg
契約数量

3,602,375㎏

(R5)

契約割合
39.1%

総出荷量
7,760,012kg
契約数量

3,034,719㎏

(R5)

契約割合
47.2%

総出荷量
7,200,000kg
契約数量

3,398,400kg

75.4%

当該品目の全
出荷量に占め
る契約取引の
割合が24.9％
増加された

野菜
(なす)

I1
0

単位面積
当たりの
販売額が
3％以上増
加

(R1)

単位面積あた
りの販売額

5,734円/㎡

作付面積
470,398㎡
総出荷量

6,548,501kg
販売単価
412円/kg
販売額

2,697,328,605
円

(R3)

単位面積あた
りの販売額

5,784円/㎡
(価格補正後)
5,927円/㎡

(価格補正前)

作付面積
480,000㎡
総出荷量

8,322,627kg
販売単価
342円/kg
販売額

2,844,755,883
円

(R4)

単位面積あた
りの販売額

6,295円/㎡
（価格補正

後）
6,327円/㎡
（価格補正

前）

作付面積
450,000㎡
総出荷量

8,046,601kg
販売単価
354円/kg
販売額

2,847,155,858
円

(R5)

単位面積あた
りの販売額

5,817円/㎡
（価格補正

後）
6,124円/㎡
（価格補正

前）

作付面積
480,000㎡
総出荷量

7,760,012kg
販売単価
379円/kg
販売額

2,939,288,860
円

(R5)

単位面積あた
りの販売額

6,253円/㎡

作付面積
470,398㎡
総出荷量

6,548,501kg
販売単価
412円/kg
販売額

2,697,328,605
円

16.0%

単位面積当た
りの販売額が
1.4％増加され
た

・集出荷貯蔵施設 32,965,900 14,984,000 0 2,996,000 14,985,900 R4.9.30

部会員の離農や天候
不順、病害虫の影響
により、収量が昨年
度より低下し、目標
値を達成することは
できなかった。今後
も引き続き新規就農
者等若手の育成によ
る作付面積の維持向
上とICT環境測定装
置の活用により、高
単収・高品質生産を
目指して今後も推進
していく必要があ
る。
出荷施設の導入によ
りニーズに応じた商
品のアイテムの対応
が可能となったた
め、施設導入前に比
べ契約取引割合が向
上した。目標達成に
向け、今後も認知度
の向上や販売の促進
を図っていく。

収量低下により、成
果目標①及び②とも
に目標未達となっ
た。収量低下の要因
を分析し、適切な生
産技術指導が必要で
ある。関係機関と連
携し、新規就農者確
保にも取組み、目標
達成に向けて指導、
助言を行う。

総合
所見

 (注)１　別紙様式１号の１の(２)のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の２の(２)のアの(ア)のただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県平
均達成率

59.5%

　本県において本年度の事業評価の対象となったのは４地区であり、都道府県平均達成率は59.5%であった。
久留米農業協同組合については、下位等級指数の削減が未達成であった。糸島農業協同組合については、高温耐性品種の向上が未達成であった。アグリプロ株式会社については、業務用向け割合及び契約取引割合が未達成であった。南筑後農業協同組合については、契約取引割合及び単位面積当たり販売額が未達成となった。
これらの目標等未達の要因としては、暖冬などの気象変動により、適期に栽培管理できなかったことや、病害虫の影響を受けたことが挙げられる。
今後は、成果目標の達成に向け、天候に応じた栽培管理や病害虫防除などの徹底について、関係機関と連携のもと指導を行っていく。



Ⅱ　食品流通の合理化を目的とする取組用

事業内容（施
設区分、構
造、規模等）

事業費

備
考

（円）

交付金

都
道
府
県
費

市町村費
そ
の
他

R1～R2
拠点地方卸売
市場売場施設
(3,025.78㎡)
貯蔵、保管施
設
(2,100.78㎡)
駐車施設
(1,593.96㎡)
搬送施設
(42.34㎡)
市場管理セン
ター
(928.66㎡)
総合食品セン
ター機能付加
施設
(166.16㎡)

1,058,662,515 352,880,000 0 705,782,515 0

R2
拠点地方卸売
市場売場施設
(4,538.68㎡)
貯蔵・保管施
設
(3,151.16㎡)
駐車施設
(2,200.70㎡)
搬送施設
(63.51㎡)
市場管理セン
ター
(1,228.39㎡)
総合食品セン
ター機能付加
施設
(249.25㎡)
構内舗装
(6,174.21㎡)
付帯施設

1,605,873,909 535,284,000 0 1,070,589,909 0

計
2,664,536,424 888,164,000 0 1,776,372,424 0

91.8%

（注）１ 別紙様式１号の１の（２）のⅡに準じて作成すること。  

２ 別添として、各事業実施主体等が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

３ 「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

４ 「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

５ 「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

成果目標Ⅰ 成果目標Ⅱ （都道府県名：福岡県　令和５年度）

事業実施後の状況

都道府県の評価

達成率

負担区分（円）

１年
後

２年
後

事業
実施
主体
名

メ
ニュ
ー

類別

目標値
(令和５年)

２年
後

３年後

成果目標
の具体的
な内容

４年後 ５年後

都道府県平均達成率 総合所見
　本県において本年度の事業評価の対象となったのは１地区であり、都道府県平均達成率は91.8%であった。
　飯塚市(地方卸売市場)については、廃棄される物品の量削減が未達成であったが、取扱数量全体が増加したためであり、廃棄率は減少しており、またコスト等の削減は目標を達成し、事業の効果が見られる。
　今後は、目標達成に向け、廃棄率の更なる減少を検討していく必要がある。

完了年月
日

事業実施主体の評
価

計画時
１年
後

市町
村名

市場
名

成果目標
の具体的
な内容

事業実施後の状況

成果目標の
具体的な実

績

計画時

成果目標の
具体的な実

績
類別

達成率３年後
目標値

(令和５年)
４年後 ５年後

飯塚
市

飯塚
市(地
方卸
売市
場)

飯塚
市

品
質・
衛生
管理
高度
化施
設整
備

品質
・衛生
管理高
度化

(物品評
価の改
善)

廃棄され
る物品の

量を
15.3％以
上削減

(H29)
廃棄量
93.91t
(100%)

(R1)
-

(R2)
-

(R3)
廃棄量
66.48t

(R4)
廃棄量
67.71t

(R5)
廃棄量
62.44t

(R5)
廃棄量
56.35t
(60%)

83.7%
(93.91-

62.44)/(93.
91-

56.35)*100

120.5%

(3,091-
99)/(3,091-
608)*100

廃棄量が
62.44tとな
り、34％の

削減

物流効
率化

(物流コ
スト等の
削減)施
設の維持
管理コス
ト1.3%以
上削減

(H29)
3,091千円

維持管理コ
スト(維持補
修・修繕工

事)

(R1)
-

(R2)
-

99千円とな
り、96.8%の

削減

R3.3.31 廃棄量、維持管理
コストともに減少
しているため、効
果が出ている。
取扱数量が増加
し、廃棄量の絶対
量が増えたこと
で、目標未達と
なった。
しかしながら、廃
棄率は着実に減少
していることか
ら、今後も廃棄率
の削減により、目
標達成を目指す。

維持管理コストは
目標を達成した。
廃棄量についは取
扱数量自体が増加
しているため、数
量での達成率は
83.7％となった
が、廃棄率は年々
減少しており、本
事業の活用により
改善されている。
引き続き、廃棄量
の削減について検
討していく必要が
ある。

(工種、施設区
分、構造、規
格、能力等)

(R3)
400千円

維持管理コ
スト(維持補
修・修繕工

事)

(R4)
152千円

維持管理コ
スト(維持補
修・修繕工

事)

(R5)
99千円

維持管理コ
スト(維持補
修・修繕工

事)

(R5)
608千円

維持管理コ
スト(維持補
修・修繕工

事)


